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国管理空港のコンセッション（公共施設等運営権制度）について

１ 国が進める空港経営改革 
２０１３年施行「民間の能力を活用した国管理空港の運営等に関する法律」
ＰＦＩ法の公共施設等運営権制度（コンセッション）を活用し、運営の民間委託を推進する。

２ コンセッション（公共施設等運営権制度）
・民営化に限りなく近いが、長期間にわたる運営権の譲渡であって、空港の基本施
設等の譲渡を伴わない（土地、基本施設、航空保安施設等の所有者は国）。 

・運営権：公共施設を運営できる権利。ただし、一定の航空規制は当然かかり、全
てが自由というわけではない。また維持更新投資、大規模修繕投資は民の義務。

 ・管制業務は対象外。 

 ・国との事業契約により、所掌、責任、義務を取り決める。一定期間にわたる運営
権の価値を対価として国に支払う。 

▲空港コンセッションスキーム
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3 他空港におけるコンセッション（2019年４月時点） 

運営する民間企業コンソーシアム(2019 年４月時点) 
管理 空港 企業構成

会社
関西国際空港
・大阪国際空港

オリックス（代表企業） 
VINCI Airports S.A.S、その他関西企業等 30社

国 

仙台空港 東京急行電鉄（代表企業）、前田建設工業、東急不動産、豊田
通商、東急エージェンシー、東急建設、東急コミュニティー

高松空港 三菱地所（代表企業）、大成建設、パシフィックコンサルタン
ツ、シンボルタワー開発

福岡空港 福岡エアポート HD（代表企業）、西日本鉄道、三菱商事、
Changi Airports International Pte. Ltd.、九州電力

地方

但馬空港 但馬空港ターミナル

神戸空港 オリックス（代表企業）、VINCI Airports S.A.S、関西エアポート
鳥取空港 鳥取空港ビル

静岡空港 三菱地所（代表企業）、東京急行電鉄
南紀白浜空港 経営共創基盤（代表企業）、みちのりホールディングス、白浜館
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４ 仙台空港、高松空港の事例から見る民間委託による効果


